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木造戸建住宅の地球環境負荷量の算定に関する調査 

   
§１ はじめに 
我が国では二酸化炭素排出量の約３分の１を建設分野

が占めており，その低減を目指して多様な取り組みが展

開されている。しかしながら，その影響要因は多岐にわ

たり複雑であるため，汎用化された算出方式などは確定

していないのが現状である。本報では，算定方式と結果

の比較を通して，建築分野における環境負荷量を算定し

ている既往研究の現状を把握する。 
§２ 既往文献における地球環境負荷の算定方式の比較 

1992 年から 2003 年までに発表された日本建築学会大会
の学術講演梗概集，論文集，建築雑誌，シンポジウム資

料等を中心に調査したところ，環境負荷量を算定し，そ

の条件や方法，結果を明示している文献は 26 あった。そ
のなかで，木造戸建住宅を対象とする文献，あるいはそ

れらが引用している 18 文献の概要を表１にまとめる。こ
れらは住宅一戸を建築する際の環境負荷量を算定してい

るが，大半の文献がＬＣＡ手法を用いており，共通して

二酸化炭素排出量とエネルギー消費量を算出している。

その多くは，ＬＣＡ手法に基づいて住宅のライフサイク

ルにおける各段階の環境負荷量を算出しており，算定方

式は段階ごとに特徴がある。そこで表１では，住宅のラ

イフサイクルを８段階に分類し，算定方式やその考え方

について文献ごとに比較を行った。 
表にみるように，環境負荷量を算定する際に考慮して

いる住宅のライフサイクルにおける段階には文献によっ

て違いがあり，建設段階を考慮して算定を行っている文

献が 10 件と最も多い。一方，処理処分段階を考慮して算
定を行っている文献は５件で最も少ない。 
木造の多くは寿命 30 年を想定した戸建住宅を対象とし

ており，断熱化による省エネルギー効果や，長寿命化に

よる効果の検討を目的として試算している文献が多い。 
文献の大半は，環境負荷量の算定方式として，石油や

電力などの熱源別の原単位を算出し，これに熱源別の消

費量を乗じて地球環境負荷を求める方式を原点としてい

る。熱源別の原単位の算定は産業連関分析法に基づくも

のが多い。なかでも文献 10 は，国内だけでなく石油など
の熱源を外国から輸入する際の輸送エネルギーまでを考

慮しており，それ以降に発表された文献 11，13，16，17
ではこの文献 10 による熱源別の原単位を引用している。

熱源別の原単位は，これに熱源別の消費量を乗じて算出

され，それ以外の資材別や部材別などの原単位の基とな

る。これらの熱源別以外の原単位に関する考え方は，文

献による違いや段階による違いが大きい。 
例えば運用段階の場合，生活する上で消費するエネル

ギーを熱源としており，その消費量については実態調査

から実情に即した値を求められる。一方，資材製造段階

などは，資源から素材を採取し，材料を製造し部材を製

造するなどの多くの段階を経るという特徴がある。この

ため，資材製造段階について算定している大半の文献で

は，まず資材や部材の段階で熱源別原単位と消費量を用

いて資材や部材の製造原単位を算出し，これを基に資材

や部材の消費量を乗じることで住宅一戸あたりの資材製

造段階の環境負荷量を算出している。しかし，分析の際

に考慮した段階については明示していない文献が多い。

熱源別の消費量の算定には，文献３をはじめとする産業

連関分析法を用いた算定方式が多いが，文献５では積上

げ法と併用することで工場における製造エネルギーを考

慮しており，文献 11，13に引用されている。 
資材輸送，施工，解体，廃棄段階では，大半の文献で

熱源別の消費量を，使用機器の消費燃料の実態調査から

算定し，熱源別の原単位を乗じて環境負荷量を算出する

算定方式を用いている。処理・処分段階も同様の算定方

式を用いているが，中間処理場までの考慮に留まってお

り，最終処分場までを考慮していないため，過小評価と

なっている可能性がある。 
以上から，環境負荷量の算定に用いる原単位は段階ご

とに考え方が異なり，資材製造段階や維持補修段階にお

いては，特に算定方式が多様なことがわかる。それ以外

の段階においては，実態調査から原単位を算出する他に

統計値を引用し原単位とする算定方式がみられる。 
§３ おわりに 
 文献調査から現段階で検討されている地球環境負荷の

算定方式を比較した。その結果，多くの文献が，熱源別

の原単位に消費量を乗じる方式を原点としている点で共

通しているが，その原単位には段階，材料，部材ごとと

いった文献による考え方の違いがみられた。次報ではこ

れらの文献による原単位の違いが住宅一戸建築時の環境

負荷量へ及ぼす影響などに関する試算結果を報告する。 

―その１ 環境負荷量算定方式に着目した既往文献レビュー― 正会員 ○ 今田 和美*1 
 正会員   野村由香利*2 
 正会員 石川 孝重*3 

地球環境 ＬＣＡ 既往研究  正会員 野田千津子*4 
二酸化炭素排出量 エネルギー消費量 木造戸建  正会員 久木 章江*5 
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文献番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9

文献

酒井寛二他　「建設業
の資源消費量解析と環
境負荷の推定」環境情
報科学　21-2号
pp.130-133 1992年

澤地孝男他　「用途別
エネルギー消費量原単
位の算出と推定式の作
成」日本建築学会計画
系論文集　第462号
pp.41－48　1994年8月

鈴木道哉他　「産業連関
表による建築物の評価」
日本建築学会計画系論
文集　第463号　pp.75-
82　1994年9月

中村幹他　「施工方
法・部材運搬を考慮し
た住宅の建設に伴う
エネルギー使用量・
CO2放出量の試算」
日本建築学会大会学
術講演梗概集（環境
工学１）　pp.541-542
1995年8月

（財）国土開発技術セ
ンター「省資源省エネ
ルギー型国土建設技
術の開発（建築委員
会）報告書」　建設省
技術開発プロジェクト
省資源省エネルギー
型　1996年2月

酒井寛二他　「建築物の
ライフサイクル二酸化炭
素排出量とその抑制方
法に関する研究」　日本
建築学会計画系論文集
第484号　pp.105-112
1996年6月

小玉祐一郎他　「建
築のライフサイクルエ
ネルギー算出プログ
ラムマニュアル」建設
省建築研究所　建築
研究資料　No.91
1997年11月

石田健一「戸建住宅
のエネルギー消費量」
日本建築学会計画系
論文集　pp.29-36
1997年11月

三浦秀一　「全国に
おける住宅の用途別
エネルギー消費と地
域特性に関する研
究」日本建築学会計
画系論文集　第510
号　pp.77-83　1998
年8月

特徴

建築物に組み込まれない
資材使用やサービス産業
への波及効果を極力除外
し積上げ法の値と同等の
ものとなるよう配慮した産
業連関分析法

用途別エネルギー消費量
の推定を，同一時期に同
一の方法で明らかにする
とともに，要因の検討を行
う

標準歩掛かりを用い見積
書の各項目を部材価格，
人件費に分類し，産業連関
表の産業分類にあてはめ
解析している

資源の投入から解体ま
でをライフサイクルとし
てとらえている

建築において必須材料と
して考えられる９３品目に
ついて積上げ法で原単位
を算出し，これを基に，２
８２品目について原単位
を算出している

波及効果を除外した解析を
行い，リサイクル材の使用
効果や，建設分析の排出
量制御努力が直接的に把
握できる解析となっている

文献５を基に作られたプ
ログラムマニュアル。算
定方法や算定結果など
は文献５と同じものであ
る

工業化住宅を対象として
アンケート調査を行い，
戸建住宅のエネルギー
消費構造を明らかにしよ
うとした

全国の住宅用エネル
ギー消費を用途別まで
把握するとともに，その
地域特性を明らかにし
ている

算定対象
建設業全体 集合住宅と分譲住宅

（８都市地域に所在する３
９団地）

木造戸建住宅（２×４工
法，在来工法）軽量鉄骨造
住宅，ＳＲＣ造集合住宅

木造戸建住宅 木造・ＲＣ造・Ｓ造住宅，
ＳＲＣ造事務所ビル・ＳＲ
Ｃ造集合住宅

ＲＣ造・Ｓ造事務所ビル 木造・ＲＣ造・Ｓ造住宅，
ＳＲＣ造事務所ビル・ＳＲ
Ｃ造集合住宅

木造，Ｓ造，ＲＣ造戸建
住宅（工業化住宅）

全国の県庁所在都市
における住宅

資材製造
段階

建設部門分析産業連関
表を用いて，直接及び間
接（第５次）資源消費量を
算出

単位面積あたりの主要資
源量×エネルギー源別発
熱量原単位＝単位面積あ
たりのエネルギー消費量

採取段階，一次加工，
二次加工を考慮して算
定

建築部材面積×部材別単
位（標準壁，ガラス，床，天
井）＋床面積×資材別原
単位（構造躯体）＋地下
壁・床面積×資材別原単
位（地下壁・床）

資材輸送
段階

輸送エネルギー量＝②－
①　取り引き部門に輸送
部門を含む（①）含まない
（②）

第５章であげた仮定にし
たがって試算した値を用
いる

生産過程での産業間運搬
＋建築現場までの運搬＋
新築廃材の搬出

施工
段階

総合エネルギー統計から
推定

工程表から試算 用途別エネルギー原単
位（引用）＋労働者の移
動原単位（実態調査）

施工現場での年間排出二
酸化炭素排出量（統計）÷
年間非木造建築物の着工
床面積（統計）×床面積

用途別エネルギー原単
位（引用値）＋労働者の
移動原単位（実態調査）

運用
段階

業務用，家庭用施設運用
に関わるエネルギー消費
量は建設業協会を引用

年間の各月電力・ガス・灯
油・水道消費量をアン
ケートなどで求め，原単位
を乗じる

独自の推定式。冷暖房・
給湯・調理・照明他のコ
ンセントの用途別エネル
ギーを推計している

エネルギー源別年間総量
×エネルギー源別二酸化
炭素排出原単位

独自の推定式。冷暖
房・給湯・調理・照明他
のコンセントの用途別エ
ネルギーを推計

アンケート調査から推
計。各月の電気，ガス，
灯油，水道消費量１年分
の調査

「家計調査年報」の灯
油，プロパンガス，電
力，都市ガスの支出金
額から消費量を算出
し，これに原単位を乗じ
る

維持補修
段階

交換に関わる消費エネル
ギー量＋部材の製造エ
ネルギー＋労働者の移
動エネルギー

保守：（躯体，内装，外装，
設備）１％＋（資材輸送過
程＋現場施工過程）１％/
㎡　更新：（資材製造，輸送
の内装，設備）100％/20年
＋（資材製造，輸送の外
装）140％/30年＋廃棄物
輸送（内装・設備/20年，外
装/30年）

交換に関わる消費エネ
ルギー量＋部材の製造
エネルギー＋労働者の
移動エネルギー

解体
段階

重機の稼動にかかるエ
ネルギー使用量につい
て実態調査

重機の稼動による燃料
使用量（実態調査）×原
単位＋労働者の移動に
かかわる車両の燃料（実
態調査）×原単位

解体現場での燃料使用量
実態調査

重機の稼動による燃料
使用量（実態調査）×原
単位＋労働者の移動に
かかわる車両の燃料
（実態調査）×原単位

廃棄
段階

廃材の搬出トラックにつ
いて実態調査

搬出に関わるエネルギー
量を構法別デフォルト値
を使用

往復距離×燃費×台数×
排出原単位

搬出に関わるエネル
ギー量を構法別デフォ
ルト値を使用

無視して支障なしと判断し
ている

文献番号 10 11 12 13 14 15 16 17 18

文献

地球環境委員会「建物
のLCA指針（案）：地球
温暖化防止のための
LCCO2を中心として」
日本建築学会 1998年
11月

上迫弘幸他「煉瓦造住
宅のライフサイクルア
セスメント」日本建築学
会九州支部研究報告
第39号　pp.93-96 2000
年3月

中島史郎　「地球環境問
題に対応する建築構造
の取り組み」各構造の対
応（木構造）2000年度日
本建築学会大会 地球環
境部門（２）パネルディス
カッション資料 pp.19-26
2000年9月

広瀬五得他「集合住
宅のLCE，LCCO2評

価に関する研究　そ
の２戸建住宅との比
較」日本建築学会九
州支部研究報告　第
40号　pp.165-168
2001年3月

福田俊之他「解体段階
におけるエネルギー使
用量および二酸化炭
素排出量調査」日本建
築学会大会学術講演
梗概集（材料施工）
pp.381-384 2001年9月

高橋徹他　「ライフサイク
ル二酸化炭素排出量に
着目した構造耐力の最
適化―木質在来軸組構
法住宅のケーススタ
ディー」　日本建築学会
大会学術講演梗概集
（構造１）　pp.17-18
2002年8月

山下淳他「戸建て住
宅の構成部材の環境
負荷簡易推計に関す
る研究」日本建築学
会大会学術講演梗概
集（環境工学１）
pp.1039-1040　2002
年8月

近田智也他「住宅係る
地球温暖化に影響の
全体像」総合論文誌
No.1　　pp.55-61 2003
年2月

日本建築学会　＜第
２回住宅エネルギー
シンポジウム＞「住ま
い方とエネルギー消
費実態の全国調査」
日本建築学会　2003
年6月12日

特徴

設備機器種別・容量別の
構成素材CO2原単位に聞

き製造プロセス分を上乗
せするための補正係数を
用いて，設備機器への加
工効果を加味している

日本建築学会による標準
住宅モデルを使用し，リサ
イクル建材を利用すること
による環境負荷への影響
が報告されている

筆者らは平成６年度に木材
及び，利用に関する一連の
調査を行い，この調査結果
を利用した

文献８・１０と文献１５を
参考に，集合住宅と戸
建住宅のLCE，LCCO2
評価を行い比較，検討
を行う

解体工事およびその廃
棄物を中間処理するまで
のエネルギー使用に伴う
二酸化炭素の発生量を
調査している

ライフサイクルCO2の最小

化の視点からシミュレー
ションを行った結果を報告
する

各物件の資材別重量ｋ
ら資材別CO2排出量を

算出している。部位別
CO2排出量も算出してい

る

部材製造・施工・解体・
処理段階（ハード）の実
態調査等に基づく推計を
行い，居住段階（ソフト）
に関わる段階は，生活
行為全般を含めた推計
をしている

シミュレーションプログ
ラムで年間エネルギー
消費の比較などができ
る

算定対象
事務所ビルなど 木造，煉瓦造，ＲＣ造戸建

住宅
木造戸建住宅 壁式RC造集合住宅

在来木造戸建住宅
木造戸建住宅 木質在来軸組構法住宅 木造・RC木混・RC造戸

建住宅
S造・木・RC木混・RC造
戸建住宅

木造戸建住宅

資材製造
段階

Σ資材使用量×資材別
原単位×（建替回数＋１）
÷評価対象期間
建替回数＝[評価対象期
間÷建替周期＋１）

単位体積あたりのエネル
ギー消費量とCO2排出量×

資材投入量＝木質系構造
材料の製造エネルギー量
とCO2排出量

Σ部材Iの重量×部材I
の排出原単位

構成部材の重量，単価
に（実態調査）×部材別
原単位（産業連関分析
法）

資材輸送
段階

施工
段階

（施工原単位＋労働者原
単位）×（建替回数＋１）
÷評価対象期間

床面積×施工原単位 文献10の日本建築学会
公表値を引用

運用
段階

産業連関分析を用いてエ
ネルギー消費量を算出
し，原単位を乗じている

年間電力消費量×原単
位年間ガス消費量×原
単位年間灯油消費量×
原単位

家計調査年報を用いて
熱源別原単位を乗じるこ
とで算出

「SHASE生活スケ
ジュールモデル」
「SMASH　for
Windows」「TRNSYS
15withⅡSiBat3」を引用

維持補修
段階

建築工事原価分析情報
等を用いて，建築用途別・
構造別・規模別・工事細
目別の工事金額あたり，
床面積あたり，重機資材
重量あたりの建設時ＣＯ２
原単位等を推計

Σ（交換資材量×資材別
原単位）×工事回数＋Σ
（工事部位毎労働者移動
原単位×工事回数）÷評
価対象期間

交換部位面積×交換作
業原単位
交換資材（設備）使用量
×部材原単位
交換資材（仕上）使用量
×部材原単位

解体
段階

工事細目別の主要資機
材毎に修繕率，改修工事
周期を設定し，廃棄時の
ＣＯ２原単位を推計する

（Σ搬出重量×運搬距離
×道路貨物輸送原単位
＋解体機械原単位＋労
働者移動原単位÷評価
対象期間

床面積×解体原単位 重機の使用と解体工事
に伴うCO2排出量を実態

調査

解体工事エネルギーに伴う
CO2排出量

＋解体時の廃材の焼却に
伴うCO2排出量

RC造：文献値を引用
その他：実測値より算出

廃棄
段階

運搬に伴うCO2排出量を

実態調査

（解体材発生量÷（トラッ
ク台数×トラック積載
率））×燃費×輸送距離
×CO2排出原単位

厚生省統計による一般廃
棄物，産業廃棄物の焼却
に伴うＣＯ２排出量の算出

各ブラントの（廃棄物処
理に伴うCO2排出量＝稼

動による１日のCO2量×

廃棄物割当量/一日処理
能力）

４種類のプラントを対象
に，複数のメーカーに対
するヒアリング調査を行
い，プラント種別毎の単
位重量当りのCO2排出

量を得る

　　　　*1 NAYUTA corporation
　　　　*2 Assistant, Dept. of Dwelling Environment, Bunka Women's Univ.
　　　　*3 Prof., Dept. of Housing and Architecture, Japan Women's Univ. ,Dr. Eng.
　　　　*4 Research Fellow, Dept. of Housing and Architecture, Japan Women's Univ., M.H.E
　　　　*5 Assoc. Prof., Dept. of Dwelling Environment, Bunka Women's Univ., ph. D

機器の使用に関わるエ
ネルギー使用量　＋
機器を製造するのに必
要なエネルギー使用量
耐用年数を設定し交換
する

建設段階

使用段階

解体廃棄
段階

　*5　文化女子大学住環境学科　助教授・博士（学術）

使用段階

運用エネルギーに伴うCO2
排出量×年数
＋修繕に伴うCO2排出量×

回数
＋改修に伴うCO2排出量×

回数

解体廃棄
段階

処理処分段階

　*4　日本女子大学住居学科　学術研究員・修士（家政学）

　*2　文化女子大学住環境学科　副手

表１　木造戸建住宅を対象として環境負荷量を算定している文献の概要

　*1　株式会社ナユタ

　*3　日本女子大学住居学科　教授・工学博士

９３品目の必須材料：工
場へのアンケート，２８２
品目：９３品目のデータを
元に作成　　仕上げ原単
位＝製造に関わる原単
位＋運搬エネルギー原
単位

９３品目の必須材料：工
場へのアンケート，２８２
品目：９３品目のデータ
を元に作成　　仕上げ原
単位＝製造に関わる原
単位＋運搬エネルギー
原単位

建設段階

Σ資材投入量×環境負
荷原単位
建築工事原価分析情報
等を用いて，建築用途別・
構造別・工事細目別の工
事金額あたり，床面積あ
たり，資機材重量あたり
の建設時ＣＯ２原単位を推

計

資材（躯体・設備）使用
量×部材原単位，資材
（仕上）使用量×仕上原
単位

建設工事エネルギーに伴う
CO2排出量

＋建設時の廃材の焼却に
伴うCO2排出量

処理処分段階
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